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ま
た
、
地
方
交
付
税
に
つ
い
て

も
、

前

年

比

マ

イ

ナ

ス
5.9
％

の

15
兆
９
千
73
億
円
と
な
っ
て
お
り
、
国

の
「
改
革
断
行
予
算
」
が
色
濃
く
反
映

さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
っ
て
、
自
主

財
源
の
乏
し
い
本
町
に
と
っ
て
は
、
今

後
ま
す
ま
す
厳
し
い
財
政
運
営
を
余
儀

な
く
さ
れ
る
こ
と
が
予
測
さ
れ
ま
す
。

　

次
に
、
地
方
税
制
改
正
は
、
持
続
的

な
経
済
社
会
の
活
性
化
を
実
現
す
る
た

め
の「
あ
る
べ
き
税
制
」の
構
築
に
向
け
、

３
兆
円
規
模
の
所
得
税
か
ら
個
人
住
民

税
へ
の
税
源
移
譲
、
定
率
減
税
の
廃
止
、

平
成
18
年
度
の
固
定
資
産
税
の
評
価
替

え
に
伴
う
土
地
に
係
る
固
定
資
産
税
・

都
市
計
画
税
の
税
負
担
の
調
整
措
置
の

見
直
し
、
地
方
た
ば
こ
税
の
税
率
の
引

上
げ
そ
の
他
の
所
要
の
措
置
を
講
じ
る

こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

税
源
移
譲
は
、
平
成
19
年
分
の
所
得

税
お
よ
び
平
成
19
年
度
分
の
個
人
住
民

税
か
ら
適
用
し
、
平
成
18
年
度
は
、
暫

定
的
措
置
と
し
て
、
税
源
移
譲
額
の
全

額
を
所
得
譲
与
税
に
よ
っ
て
措
置
す
る

こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
定
率
減
税
は
、

所
得
税
は
平
成
18
年
分
、
個
人
住
民
税

は
平
成
18
年
度
分
を
も
っ
て
廃
止
す
る

こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

次
に
、
地
方
債
は
、
地
方
財
源
の
不

足
に
対
処
す
る
た
め
の
措
置
を
講
じ
る

と
と
も
に
、
引
き
続
き
厳
し
い
地
方
財

政
状
況
の
下
で
、
地
方
公
共
団
体
が
、

行
政
改
革
と
財
政
の
健
全
化
を
推
進
し
、

当
面
す
る
諸
課
題
に
重
点
的
・
効
率
的

に
対
処
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
公

的
資
金
の
重
点
化
と
地
方
債
資
金
の
市

場
化
を
一
層
推
進
し
つ
つ
、
所
要
の
地

方
債
資
金
の
確
保
を
図
る
こ
と
と
し
て

地
方
債
計
画
が
策
定
さ
れ
て
お
り
、
そ

の
規
模
は
、
前
年
度
比
10
・
２
％
減
の

13
兆
９
千
４
６
６
億
円
で
す
。
な
お
、

新
年
度
か
ら
の
起
債
は
、
従
来
の
許
可

制
か
ら
協
議
制
に
移
行
さ
れ
る
予
定
で

す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
の
下
で
政
府
は
、

「
改
革
な
く
し
て
成
長
な
し
」、「
民
間

に
で
き
る
こ
と
は
民
間
に
」、「
地
方
に

で
き
る
こ
と
は
地
方
に
」
と
の
方
針
の

下
、「
基
本
方
針
２
０
０
５
」
等
に
基
づ

き
、
郵
政
民
営
化
の
着
実
な
実
施
、
政

策
金
融
改
革
、
総
人
件
費
改
革
、
資
産
・

債
務
改
革
、
市
場
化
テ
ス
ト
に
よ
る
民

間
へ
の
業
務
開
放
・
規
制
改
革
等
を
通

じ
「
小
さ
く
て
効
率
的
な
政
府
」
を
実

現
す
る
と
と
も
に
、
規
制
・
金
融
・
税

制
・
歳
出
等
の
改
革
を
推
進
す
る
な
ど
、

各
分
野
に
わ
た
る
構
造
改
革
を
断
行
す

る
こ
と
に
よ
り
経
済
活
性
化
を
実
現
し
、

民
間
需
要
主
導
の
持
続
的
な
成
長
を
図

る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
平
成
18
年
度
の
地

方
財
政
は
、
こ
う
し
た
地
方
財
政
計

画
の
規
模
の
抑
制
に
努
め
て
も
、
な

お
、
平
成
17
年
度
に
引
き
続
き
大
幅
な

財
源
不
足
の
状
況
に
あ
る
こ
と
に
変
わ

り
は
あ
り
ま
せ
ん
。
地
方
財
政
の
借

入
金
残
高
は
、
平
成
18
年
度
末
に
は

２
０
４
兆
円
に
達
す
る
こ
と
と
な
り
、

国
と
地
方
を
合
わ
せ
た
長
期
債
務
残
高

は
７
７
５
兆
円
に
も
お
よ
ぶ
見
通
し
で
、

今
後
、
そ
の
償
還
負
担
の
一
層
の
増
加

や
社
会
保
障
関
係
経
費
の
自
然
増
が
見

込
ま
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
こ
れ
に
よ

り
将
来
の
財
政
運
営
が
圧
迫
さ
れ
る
こ

と
が
強
く
懸
念
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で

す
。平

成
18
年
度
当
初
予
算
編
成
方
針

　

当
初
予
算
の
編
成
に
当
た
っ
て
は
、

町
財
政
の
健
全
性
の
確
保
に
留
意
し
つ

つ
、
本
町
の
地
域
経
済
の
状
況
を
踏
ま

え
、「
個
性
と
工
夫
に
満
ち
た
魅
力
あ
る

町
づ
く
り
の
形
成
」、「
公
平
で
安
全
安

心
な
高
齢
化
社
会
・
少
子
化
対
策
」
な

ど
の
重
点
課
題
に
取
組
む
と
と
も
に
、

地
域
経
済
の
活
性
化
と
地
域
雇
用
の
創

造
な
ど
の
地
域
振
興
策
に
も
挑
戦
し
て

い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

こ
の
基
本
と
な
る
も
の
は
、「
鬼
北
町

長
期
総
合
計
画
」
で
す
。
こ
の
計
画
は
、

合
併
協
議
会
に
よ
る
「
新
町
建
設
計
画
」

を
基
本
に
作
成
さ
れ
た
町
政
の
最
上
位

の
計
画
で
、
今
後
10
年
間
の
ま
ち
づ
く

り
の
た
め
の
〝
羅
針
盤
〞
と
な
る
も
の

で
す
。

　

「
長
期
総
合
計
画
」の
町
の
将
来
像
は
、

〝
森
が
す
く
す
く　

川
が
い
き
い
き　

人

が
元
気
〞
〜
自
然
満
足
都
市　

き
ほ
く

〜
で
あ
り
、「
地
域
個
性
の
活
用
」、「
町

民
と
の
協
働
」お
よ
び「
環
境
と
の
共
生
」

を
、
ま
ち
づ
く
り
の
３
本
の
柱
と
し
、

① 

美
し
い
自
然
を
子
ど
も
た
ち
に
伝
え

よ
う

② 
〝
安
心
温
度
〞
の
高
い
暮
ら
し
を
み

ん
な
で
支
え
よ
う

③ 

時
代
に
挑
戦
し
、
活
力
あ
る
地
域
産

業
を
創
ろ
う

④ 

一
人
ひ
と
り
が
個
性
と
能
力
を
発
揮

し
よ
う

⑤ 

自
然
に
優
し
い
、
快
適
で
安
全
な
暮

ら
し
を
守
ろ
う

⑥ 

地
域
自
治
と
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
を

進
め
よ
う

　

以
上
６
点
の
基
本
目
標
を
掲
げ
て
、

合
併
新
町
の
速
や
か
な
一
体
性
の
確
立

を
は
か
り
、
旧
町
村
の
均
衡
あ
る
発
展

の
施
策
を
展
開
す
る
こ
と
が
、
今
、
私

に
課
せ
ら
れ
た
使
命
だ
と
認
識
し
て
い

る
と
こ
ろ
で
す
。

　

平
成
18
年
度
の
当
初
予
算
を
編
成
す

る
に
当
た
り
、
地
方
交
付
税
や
国
・
県

支
出
金
お
よ
び
補
助
金
の
削
減
、
町
税

収
入
の
伸
び
悩
み
な
ど
、
厳
し
さ
が
増

幅
し
て
い
る
状
況
を
踏
ま
え
、
綿
密
か

つ
慎
重
な
試
算
を
も
っ
て
歳
入
規
模
を

計
上
す
る
と
と
も
に
、
歳
出
の
重
点
化

と
抑
制
に
留
意
し
つ
つ
、
適
正
な
収
支

バ
ラ
ン
ス
と
財
政
の
健
全
化
・
効
率
化

に
努
め
た
と
こ
ろ
で
す
。

　

ま
た
、
前
年
度
に
比
べ
大
幅
な
歳
入

不
足
が
予
測
さ
れ
る
た
め
、
義
務
的
経

費
、
経
常
的
経
費
お
よ
び
投
資
的
経
費

等
も
、
全
般
に
わ
た
っ
て
徹
底
し
た
見

直
し
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
無
駄
を

省
い
た
緊
縮
型
の
予
算
編
成
に
徹
し
た

と
こ
ろ
で
す
。

　

歳
入
の
う
ち
、
町
税
は
、
町
民
税
・

た
ば
こ
税
が
税
制
改
正
に
よ
り
増
加
し

て
お
り
、
固
定
資
産
税
は
、
家
屋
の
評

価
替
え
に
伴
い
減
額
と
な
る
見
込
み
で

す
が
、
町
税
全
体
と
し
て
は
前
年
度
比

0.9
％
増
で
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
地
方
譲
与
税
の
う
ち
所
得
譲

与
税
が
前
年
度
比
63
・
４
％
と
大
幅
な

増
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
三
位

一
体
の
改
革
に
基
づ
く
国
庫
支
出
金
の

一
般
財
源
化
を
受
け
た
も
の
で
、
実
質


